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第１章 この計画について  

１．計画改定の主旨 

○ 「地域共生社会」実現の社会要請 

わが国では、地域福祉の推進を図って、すべての住民が役割を持ち、「支え手」

と「受け手」に分かれることなく支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミ

ュニティを醸成していくことが重要となっています。 

そして、地域コミュニティの働きと公的な福祉サービスが協働することで、住民

が助け合いながら暮らすことのできる「『我が事・丸ごと』の地域共生社会」を実

現していくことが喫緊の課題となっています。 

○ 精華町障害者計画の改定 

町では、平成２４年３月に「精華町第２次障害者基本計画」を策定し、障害のあ

る人もない人も健やかで安心して地域で暮らすことができるように様々な施策を

行ってきたところですが、前述の動向を踏まえて、引き続き、障害者施策を着実に

推進するため、平成 3０年度での改定を行ったものです。 
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２．法的根拠 

○ 「精華町第 2 次障害者基本計画【改定版】」は、「障害者基本法第 11 条第 3 項」

の規定に基づいて、地方自治体に策定義務がある「市町村障害者計画」となるも

のです。 

 

（１）近年の関連動向 

 ○障害のある人の権利に関するものとして、わが国は、平成 26 年１月に「障害者

の権利に関する条約」を批准しました。 

○平成 28 年４月には、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格

と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障害を理由とする差別の

解消を推進することを目的とした「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（以下、「障害者差別解消法」という。）」が施行されました。 

○生活支援等に係るものとして、障害福祉サービスの拡充等、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するため、平成 25 年４月に障害者自立支援法を改正

し、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障

害者総合支援法」という。）」が施行されました。 

○平成 30 年４月には、「生活」と「就労」の一層の充実や障害児支援のニーズの

多様化へのきめ細かな対応等を図るため、障害者総合支援法及び児童福祉法の一

部が改正され、障害福祉サービス及び障害児通所支援が拡充されています。 

■ 近年の法制度に係る動向 
法制定・改正等 概         要 

障害者権利条約の

批准 

［H26.1.20 批准、H26.2.19、国内で条約が効力を発生］ 

・ 正式名称：障害者の権利に関する条約 

・ 障害のある人の人権と基本的自由の享有を保障し、障害のある人の固有の尊厳の尊重を

促進することを目的として、障害のある人の権利の実現のための措置等について定めた

条約です。 

障害者基本法の改

正 

［H23.8.5 公布、施行（一部を除く）］  

・ 全ての国民があってもなくても、お互いの人格や個性が尊重し合える「共生社会」とい

う表現が使われています。 

・ 障害の定義に発達障害が含まれました。 

・ 障害者の自立及び社会参加を強調しています。 

・ 差別の禁止を明文化しました。 

障害者総合支援法

と児童福祉法の改

正 

［H28.6.3 公布（一部同日施行）、H24.4.1 施行］ 

・ 障害者総合支援法の正式名称：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律 

・ 障害福祉サービスの類型として「自立生活援助」「就労定着支援」が創設されるととも

に、「高齢障害者の介護保険サービスの円滑な利用」に係る改正がなされています。 

・ 「障害児のサービス提供体制の計画的な構築（障害児福祉計画の策定）」「医療的ケア

を要する障害児に対する支援（H28.6.3 施行）」が盛り込まれるとともに、「地域共

生社会への転換」が明記されました。 

障害者差別解消法

の制定 

［H25.6.26 公布（一部同日施行）、H28.4.1 施行］ 

・ 正式名称：障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

・ すべての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊

重し合いながら共生する社会の実現に向け、障害を理由とする差別の解消を推進するこ

とを目的として制定されました。 

・ 障害を理由とする差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供等について定めています。 
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障害者虐待防止法 

［H23.6.24 公布、H24.10.1 施行］ 

・ 正式名称：障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律 

・ 国が責任をもって、虐待を受けた障害者に対する保護及び自立支援や、養護者への支援

をとおして、障害者の権利を擁護することを目的としています。 

・ 市町村・都道府県に、障害者虐待対応の窓口等となる「市町村障害者虐待防止センタ

ー」・「都道府県障害者権利擁護センター」としての機能をもたせました。 

発達障害者支援法

の改正 

［H28.6.1 公布、H28.8.1 施行］ 

・ 法施行から 10 年が経ち、乳幼児期から高齢期までの切れ目のない支援が求められるこ

とや、共生社会の実現に向けた法整備が進んだことを踏まえて、各種施策に係る法律の

全般にわたる改正が行われました。 

・ 「発達障害者支援センター等」による支援について、できるだけ身近な場所で必要な支

援が受けられるよう配慮することとされています。 

成年後見制度利用

促進法の制定 

［H28.4.15 公布、H28.5.13 施行］ 

・ 正式名称：成年後見制度の利用の促進に関する法律 

・ 認知症や知的障害、その他の精神上の障害があることにより、財産の管理や日常生活等

に支障がある人を支える重要な手段である成年後見制度について、その利用の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に推進することが定められています。 

・ 法に基づき、H29.3.24「成年後見制度利用促進基本計画」が閣議決定されました。 

障害者優先調達推

進法 

［H24.6.27 公布、H25.4.1 施行］ 

・ 正式名称：国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律 

・ 障害者就労施設、在宅就業障害者及び在宅就業支援団体（以下「障害者就労施設等」と

いう。）が供給する物品等に対する需要の増進等を図り、障害者就労施設で就労する障

害者等の自立を促進することを目的として制定されました。 

障害者雇用促進法

の改正 

［H25.6.19 公布、H28.4.1 施行］ 

・ 正式名称：障害者の雇用の促進等に関する法律 

・ 「障害者の権利に関する条約」の批准に向けた対応の一環として、法改正し、H28.4.1

に施行されました。法定雇用率の算定基礎の見直しについては、H30.4.1 の施行とさ

れています。 

ニッポン一億総活

躍プランの閣議決

定 

［H28.6.2 閣議決定］ 

・ 「一億総活躍社会とは、女性も男性も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した方も、

障害や難病のある方も、家庭で、地域で、あらゆる場で、誰もが活躍できる、いわば全

員参加型の社会である」と位置づける中で、障害のある人や、難病の患者・がん患者等

の活躍支援と地域共生社会の実現をうたっています。 

「我が事・丸ごと」

地域共生社会の実

現に向けた社会福

祉法等の改正 

［H29.6.2 公布、H30.4.1 施行］ 

・ 地域共生社会とは、制度や分野の縦割りや、支え手・受け手の関係を超えて、多様な主

体が「我が事」として参画し、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながること

で、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共につくっていく社会です。 

・ 地域共生社会の実現に向けて、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の

一部を改正する法律（H29.6.2 公布）」により、社会福祉法や障害者総合支援法等の

一部改正が行われました。障害福祉に係る改正点として、介護保険と障害福祉制度に新

たに共生型サービスを位置付けるなどが示されています。 
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（２）国・京都府の計画 

① 第 4 次障害者基本計画（平成 30 年度〜平成 34 年度） 

○ 障害者基本法第 11 条に基づく計画で「政府が講ずる障害者施策の最も基本的

な計画」です。 

（基本理念［計画の目的］） 

・ 共生社会の実現に向け、障害者が、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動に

参加し、その能力を最大限発揮して自己実現できるよう支援 

（基本的方向） 

1. 2020 東京パラリンピックも契機として、社会のバリア（社会的障壁）除去を

より着実に推進 

・ 社会のあらゆる場面で、アクセシビリティ向上の視点を取り入れていく 

・ アクセシビリティに配慮した ICT（情報通信技術）等の新技術を積極的に導
入 

2. 障害者権利条約の理念を尊重し、整合性を確保 

・ 障害者施策の意思決定過程における障害者の参加、障害者本人による意思決
定の支援 

3. 障害者差別の解消に向けた取組を着実に推進 

・ 障害者差別解消法の実効性確保のため、各分野でハード･ソフト両面から差別
解消に向けた環境整備を着実に推進 

4. 着実かつ効果的な実施のための成果指標を充実 

（総論の主な内容） 

・ 当事者本位の総合的・分野横断的な支援 

・ 障害のある女性、子供、高齢者の複合的な困難や障害特性等に配慮したきめ細

かい支援 

・ 障害者団体や経済団体とも連携した社会全体における取組の推進 

・ 「命の大切さ」等に関する理解の促進、社会全体における「心のバリアフリー」

の取組の推進 

（各論の主な内容） 

 1. 安全・安心な生活環境の整備 

 2. 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

 3. 防災、防犯等の推進 

 4. 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

 5. 自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

 6. 保健・医療の推進 

 7. 行政等における配慮の充実 

 8. 雇用・就業、経済的自立の支援 

 9. 教育の振興 

 10. 文化芸術活動・スポーツ等の振興 

 11. 国際社会での協力・連携の推進 
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② 第 3 期京都府障害者基本計画（平成 26～31 年度） 

○ 障害者基本法第 11 条第 2 項に基づき、国の「障害者基本計画」を基本として

策定する「都道府県障害者計画」です。 

○ 障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進の

ため、以下の 5 つの横断的視点を踏まえて、8 つの分野からの施策展開を図る

としています。 

（5 つの横断的視点） 

・ 障害者の自己決定の尊重及び意思決定の支援 

・ 当事者本位の総合的な支援 

・ 障害特性等に配慮した支援 

・ アクセシビリティの向上 

・ 総合的かつ計画的な取組の推進 

（8 つの分野） 

・ 共生社会の実現に向けた理解と交流の推進 

・ 教育の推進 

・ 生活の支援 

・ 保健・医療の充実 

・ 生活環境の整備 

・ 雇用・就労の促進 

・ スポーツ、文化・芸術、レクリエーション活動の振興 

・ 暮らしの安心・安全 
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３．計画の位置づけと計画期間 

（１）計画の位置づけ 

○ 「精華町第 2 次障害者基本計画【改定版】」は、本町のまちづくりの最上位計

画「精華町第 5 次総合計画」の障害福祉部門の施策を推進するための指針です。 

○ 同時に策定した「第 3 次精華町地域福祉計画」を上位計画としつつ、障害福祉

に係る理念や目標を掲げて、目標の実現に向けた総合的な施策の体系を示しま

す。 

○ 障害福祉サービス等の供給について、目標数値を掲げて具体的な整備を推進す

るために策定する「精華町障害福祉計画」「精華町障害児福祉計画」との整合

を図ります。 

・ 「精華町障害福祉計画」は、「障害者総合支援法第 88 条第 1 項」の既定に基づいて地方自治体に策定

義務がある「市町村障害福祉計画」となるものです。 

・ 「精華町障害児福祉計画」は、「改正児童福祉法第 33 条の 20 第1 項」の既定に基づいて地方自治体

に策定義務がある「市町村障害児福祉計画」となるものです。 

○ 国の｢第 4 次障害者基本計画（平成 30～34 年度）｣及び「第 3 期京都府障害

者基本計画（平成 26～31 年度）」と整合を保ちつつ推進するものです。 

 

 
  

精華町第 5次総合計画 

第 3次精華町地域福祉計画 

高齢福祉 

児童福祉 

健康増進 

等の 

各分野の 

計画 

精華町第２次障害者基本計画【改定版】 

＜障害者施策に関する基本的な事項を定めるもの＞ 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 

＜障害福祉サービスの確保に関する事項を定めるもの＞ 

整合 

連携 
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（２）計画の期間 

○ 本計画は、平成 24（2012）年度からおおむね 10 年間と定めた計画を、 

平成 30（2018）年度に改めたものであり、 

平成 31（2019）年度から平成 35（2023）年度 

 を計画期間とします。 
 

 

 
 

  

H.25 H.26 H.27 H.28 H.29 H.30 H.31 H.32 H.33 H.34 H.35

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

精華町第5次総合計画

第2次精華町地域福祉計画

半期見直し

→抜本改定のため、第3次計画として策定

精華町第2次障害者基本計画

地域福祉計画改定を踏まえた改定

→概ね10年の計画の、計画期間中での改定

第5期障害福祉計画・第1期障害児福祉計画
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４．計画の対象 

○「障害者」とは、障害者基本法に規定する障害者や、障害者総合支援法・児童福

祉法に基づきサービス給付を受ける障害者を示しています。共生社会の実現のた

めには、障害の有無にかかわらず、広く住民の理解と協力が必要であるため、本

計画は、すべての住民を対象とします。 

○「障害のある人」の表現は、法律にいう「障害者」と同義です。法律・制度等の

固有名詞で「障害者」という表記が使用されているものを除いて、この計画では

「障害のある人」という表記で統一しています。 

○法律上の障害者の定義は、以下のとおりです。 

 

【障害者基本法における定義】 

第２条において、障害者を次のとおり定義しています。 

○ 「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の

障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活または社

会生活に相当な制限を受ける状態にある者をいう。」 

 

【障害者総合支援法における定義】 

第４条において、障害者・障害児を次のとおり定義しています。 

○ 「身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者」 

○ 「知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち１８歳以上である者」 

○ 「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者（発

達障害者支援法第２条第２項に規定する発達障害者を含み、知的障害者福祉法

にいう知的障害者を除く）のうち１８歳以上である者」 

○ 「治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるも

のによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者であって１８歳以上

である者」 

○ 「児童福祉法第４条第２項に規定する障害児」（満１８歳に満たない者を指す） 
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第２章 精華町の障害福祉に係る概況と課題  

１．人口動態 

○ 総人口・年齢 3 区分別人口 

本町の人口は 2015 年が 36,376人、1985年から一貫して増加しています。 

国立社会保障・人口問題研究所の人口推計によると、2020 年に 36,501 人のピークを

迎えた後に減少に転じ、2045 年には 2015 年人口から約 5,000 人減の 31,565 人と

なることが見込まれています。 

年齢 3 区分別人口についてみるとは、2015 年の老年人口比率（高齢化率）は 21.5%、

生産年齢人口は 62.4％、年少人口は 16.0％となっています。 

同じく国立社会保障・人口問題研究所の人口推計によると、今後、老年人口比率はさら

に上昇し、2045 年には 38.4%になると推計されています。 

年少人口は、2005 年の 6,399 人をピークに減少に転じており、2015 年では 5,830

人となっています。2045 年の推計値は、さらに約 2,100 人減少の 3,743人となってい

ます。 
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２．障害者手帳所持者の概況 

① 障害者手帳所持者数の推移 

○ 手帳所持者数は、それぞれの手帳で増加傾向にあり、平成 29 年度では、合計

で 1,949 人、平成 35 年度の推計値では 2,532 人となっています。 

○ 手帳の内訳をみると、身体障害者手帳が 1,403 人、療育手帳が 309 人、精神

障害者保健福祉手帳が 237 人となっており、いずれかの手帳を所持している障

害のある子どもの数は 148 人となっています。 

 

 

 

■障害者手帳所持者数の推移 （人） 

 
平成（年度） 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

身体障害者手帳 1,306 1,369 1,390 1,403 1,447 1,481 1,516 1,551 1,587 1,624 

療育手帳 270 282 297 309 324 339 355 372 389 407 

精神障害者保健福祉手帳 161 176 199 237 263 300 341 387 440 500 

合計 1,737 1,827 1,886 1,949 2,034 2,120 2,212 2,310 2,416 2,531 

うち、障害のある子ども 143 143 149 148    
 

  

（各年3月 31 日現在；平成30年度以降は推計値） 
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出典：精華町役場調べ（各年度3月31日現在、2018年度以降は推計値）
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② 身体障害者手帳所持者の高齢化 

○ 身体障害者手帳所持者では、65 歳以上の人の比率をみると年々増大しており、

平成 29 年度では 73.6%となっています。 

■障害者手帳所持者に占める 65 歳以上比率の推移 （%） 

 
平成（年度） 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 

障害者手帳所持者 53.0 51.4 51.7 53.2 54.1 55.4 56.3 56.4 55.3 

身体障害者手帳 66.7 65.7 66.9 67.8 69.1 71.1 72.0 73.1 73.6 

療育手帳 4.6 4.3 3.6 4.2 5.3 4.8 5.0 4.7 4.5 

精神障害者保健福祉手帳 3.7 5.2 5.0 12.2 12.4 13.0 15.9 16.6 12.7 

（各年3月 31日現在） 

 

 

 

③ 障害者手帳所持者数（障害程度別 等） 

○ 身体障害者手帳所持者では、1・2 級の重度者の割合が約 38%程度で推移して

います。種別をみると肢体不自由と内部障害が約 85%を占めています。 

■身体障害者手帳所持者数の推移（等級別） （人） 

 
平成（年度） 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 

１級 295 302 313 323 325 337 351 364 362 

２級 159 161 161 155 146 148 159 170 170 

３級 196 212 216 214 218 225 226 219 221 

４級 350 367 381 394 414 427 443 446 452 

５級 79 81 84 86 87 94 104 101 107 

６級 74 73 74 72 75 75 86 90 91 

合 計 1,153 1,196 1,229 1,244 1,265 1,306 1,369 1,390 1,403 

重度者（1・2級）比率（%） 39.4 38.7 38.6 38.4 37.2 37.1 37.3 38.4 37.9 

（各年3月 31日現在） 
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■身体障害者手帳所持者数の推移（障害種別） （人） 

 
平成（年度） 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 

視覚障害 64 62 59 62 63 60 62 66 62 

聴覚障害・平衡機能 109 102 105 106 104 109 114 121 122 

音声・言語機能障害 17 19 17 17 15 15 16 16 16 

肢体不自由 597 612 632 641 652 672 698 697 707 

内部障害 366 401 416 418 431 450 479 490 496 

合 計 1,153 1,196 1,229 1,244 1,265 1,306 1,369 1,390 1,403 

（各年3月 31日現在） 

 

○ 療育手帳所持者では、近年、A 判定の重度者の割合が約 40%程度で推移してい

ます。 

■療育手帳所持者数の推移（等級別） （人） 

 
平成（年度） 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 

A 100 102 110 117 116 115 117 123 120 

B 117 128 140 142 150 155 165 174 189 

合 計 217 230 250 259 266 270 282 297 309 

重度者（A）比率（%） 46.1 44.3 44.0 45.2 43.6 42.6 41.5 41.4 38.8 

（各年3月 31日現在） 

 

○ 精神障害者保健福祉手帳所持者では、近年、1 級の重度者の割合は約 10%程度

で推移していますが、総数は大きく伸びており、うち 3 級の人の割合が増大し

ています。 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（等級別） （人） 

 
平成（年度） 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 

１級 19 20 20 14 13 17 18 20 24 

２級 55 73 73 68 73 79 79 87 99 

３級 33 42 48 49 59 65 79 92 114 

合 計 107 135 141 131 145 161 176 199 237 

重度者（1 級）比率（%） 17.8 14.8 14.2 10.7 9.0 10.6 10.2 10.1 10.1 

（各年3月 31日現在） 
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３．自立支援医療における支給認定の概況 

○ 自立支援医療支給認定者数は増加傾向にあり、平成 29 年度では、合計で 535

人となっています。 

○ 内訳をみると、育成医療、更生医療については微増傾向となっています。精神

通院については、数年の間で大幅に増加しています。 

■自立支援医療における支給認定者数の推移 （人） 

 
平成（年度） 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 

育成医療     19 15 19 13 16 

更生医療 71 84 87 100 102 99 87 103 101 

精神通院 351 409 388 338 337 357 375 412 418 

合 計 422 493 475 438 458 471 481 528 535 

（各年3月 31日現在） 

※ 育成医療については、平成２４年度以前は、京都府の事務事業であったため、統計資料が存在しません。 
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４．特別支援教育の概況 

○ すべての小学校に特別支援学級を設置しているほか、通級指導のため、精北・

川西小学校区の子どもに対応する川西教室と、山田荘・東光・精華台小学校区

の子どもに対応する精華台教室を開設しています。 

○ 町内に南山城支援学校があります。 

○ 平成 30 年 5 月現在の特別支援学級・学校に在籍する児童・生徒数は、下表の

とおりとなっています。 

■特別支援学級の児童・生徒数 

 

■特別支援学校の児童・生徒数 （人） 

小
学
校 

1 年生 7 
 

小学部 12 

2 年生 8 
 

中学部 12 

3 年生 9 
 

高等部 26 

4 年生 9 
 

合 計 50 

5 年生 12 
   

6 年生 8 
   

合 計 53 
   

中
学
校 

1 年生 4 
   

2 年生 10 
   

3 年生 5 
   

合 計 19 
 

（平成30 年5月現在） 

 

 

 

５．山城南圏域※の社会資源の概況 

○ 平成 31 年 1 月現在の山城南圏域の社会資源（事業所数）は、以下のとおりと

なっています。 

■訪問系サービス  

 居宅介護 

（ホームヘルプ） 

重度訪問 

介護 
同行援護 行動援護 

重度障害者

等包括支援 

精華町 4 3 2 2 0 

圏域（町外） 6 6 0 2 0 

 
■日中活動系サービス 

 短期入所 

（ショート

ステイ） 

療養介護 生活介護 

精華町 0 0 7 

圏域（町外） 4 0 8 
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■施設系サービス 

 施設入所 

支援 

精華町 0 

圏域（町外） 1 

 

■居住系サービス  

 
自立生活 

援助 

共同生活 

援助（グループ

ホーム） 

精華町 0 2 

圏域（町外） 0 5 

 

■訓練系・就労系サービス 
 自立訓練 

（機能訓練） 

自立訓練 

（生活訓練） 

就労移行 

支援 

就労継続 

支援（A 型） 

就労継続 

支援（B型） 

就労定着 

支援 

精華町 0 0 0 0 4 0 

圏域（町外） 0 2 1 3 6 0 

 

■障害児入所・通所支援事業  

 障害児 

入所支援 

児童 

発達支援 

放課後等 

デイサービス 

保育所等 

訪問支援 

精華町 0 2 5 0 

圏域（町外） 0 4 9 0 

 

■相談支援事業  

 
計画相談 

支援 

障害児 

相談支援 

地域移行 

支援 

地域定着 

支援 

障害者 

相談支援 

事業 

基幹 

相談支援 

センター 

精華町 1 1 0 0 1 1 

圏域（町外） 6 6 3 3 1 1 

 

 

■地域生活支援事業 
 

日中一時 

支援事業 

移動支援 

事業 

地域活動 

支援 

センター 

精華町 4 2 0 

圏域（町外） 5 3 1 

 

■その他の相談機関 
 就業・ 

生活支援 

センター 

成年後見 

支援 

センター 

児童発達 

支援 

センター 

精華町 0 （1）※ 0 

圏域（町外） 1 0 0 

※成年後見センターは、平成 31 年度中の開業見込み。 

※山城南圏域とは、木津川市・精華町・和束町・笠置町・南山城村の 1 市３町１村を指します。 
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６．住民の意識 

○ 平成 30（2018）年 2 月に実施した「精華町の共生社会（障害福祉）に関す

るアンケート調査」の結果の概要は、以下のとおりとなっています。 

 

■ 相談機関の連携や健康づくりの取組 

○ 平成 23（2011）年度調査と比較すると、リハビリや健康診断の受診、かかりつけ医師等の

有無などの回答は良くなっています。全体では健康づくりの取組は前進していると思われます

が、障害種別で状況をみていく必要があります。 

○ 病院が相談先として突出しており、役場、事業所、障害者相談支援センターが続いています。

「どこに相談に行けばよいか分からない」といった問題点が指摘されており、相談機関の周知

や連携が求められています。 

■ 社会参加の促進 

○ 回答者全体の 67.6％が一日おき程度の外出機会があり、57.9％が仲間や隣近所との交流があ

るなど、人とのつながりをもっています。町行事への参加度が上がる一方で、障害者団体やボ

ランティアの認知度が下がる傾向にあります。 

○ 回答者全体の 25.8％が福祉施設を含めた就労の場で働いています。精神障害者保健福祉手帳

所持者は常勤やパート・臨時雇用で、療育手帳所持者は福祉施設で働いているなど、障害種別

で就労形態が異なっていることから、就労実態やニーズの違いへの対応が求められます。 

■ 地域ぐるみの人のつながりづくり 

○ 介助者では「近所付き合いがないため期待できない（11.8％）」「障害者がいることを知ら

れたくない（3.8％）」といった回答があり、地域とのつながりに消極的な面があります。 

○ 療育手帳や精神障害者保健福祉手帳所持者について、地域とのつながりに消極的な回答がある

ことから、地域ぐるみの介助者支援の対応が求められています。 

■ 差別解消の取組 

○ 障害者権利条約や合理的配慮等について、回答者全体の約 3 割が「知っている」と答えてい

ます。 

○ 15.1％に差別された経験があり、若い世代、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳所持者に差

別経験者の比率が高くなっています。就労の現場において、福祉施設で働いている、パート・

臨時雇用の回答者について差別経験者の比率が高くなっています。 

○ 差別事例の回答は職場が最も多く、その他に、学校等の教育現場、建物や交通機関、情報コミ

ュニケーション、医療、買い物や食事、地域や家庭について、具体的な事例が上げられていま

す。 

■ 介助者を含めた精神障害者の支援 

○ 精神障害者手帳保持者は「友人や相談相手はいない（26.3％）」「家族や親族以外の交流は

ない（43.8％）」といった回答があり、介助者についても「障害者がいることを知られたく

ない（12.5％）」など、人とのつながりが弱い状況がうかがえます。 

○ 福祉サービスによる支援とともに、地域における孤立を防ぐ取組が求められています。 

「精華町の共生社会（障害福祉）に関するアンケート調査報告書」から」 

  



 

17 

７．計画課題 
 

［１］ 一貫した発達支援 

（概況） 

○ 町では、母子に対する訪問・相談支援や乳幼児健康診査、就学前教育・保育等

を通じて、子どもの発達の遅れや障害の早期発見に努め、療育教室などによる

早期対応を図り、円滑な就学、また、学校卒業後の生活へとつなぐ、切れ目な

い支援の体制をつくっています。 

○ 特別支援学校と地域の学校との連携のもと、障害のある人が、住み慣れた地域

で生きがいを感じながら暮らしていけるよう、自立と社会参加に必要な力を培

うための教育を行っています。 

○ 放課後等デイサービスなどの整備が進んだことで、家庭や学校など子どもの生

活場面での支援を工夫することよりも、障害福祉サービスの利用を優先させや

すい状況が生じています。 

（課題） 

○ 乳児期においては、子どもの障害や発達上の問題は、子育ての不安や育てづら

さに結びつきがちであることから、新たに設置した母子包括支援センターの機

能も活用して、さらなる対応の充実を図ることが求められます。 

○ 「子どもの障害に専門的な相談対応ができる医療機関」と「障害に応じた適切

な支援を行える療育機関」を求める声が多くあり、障害の特性に応じた、専門

性の高い支援が求められます。 

○ 児童発達支援や放課後等デイサービスなどを提供する事業所における療育の質

の向上が求められます。 

○ 子どもが適切な療育を受けられるよう、放課後等デイサービスなどを利用する

子どもの養育者に対して正しい知識の普及と意識啓発を図るとともに、子ども

への関わり方についての技能習得の機会を充実させていくことが求められます。 

○ 保育所等訪問支援事業の活用など、支援者が、保育所や学校、放課後児童クラ

ブなど、支援が必要な子どもの生活場面において状況の改善を図っていくこと

を基本としていく必要があります。 

○ 保・幼・小・中、特別支援学校、また、放課後等デイサービスや日中一時支援

事業などの障害福祉サービスの間での円滑な引き継ぎや進路の変更などをサポ

ートする体制の充実が求められます。 

○ 小学生の放課後対策としては放課後児童クラブでの受け入れが実施されていま

すが、中学生・高校生向けの放課後対策が求められます。 

○ 第１期障害児福祉計画における、山城南圏域での児童発達支援センターの平成

32（2020）年度末までの整備の位置づけを踏まえ、発達支援ルーム「こねっ

く」、また、山城南圏域で運営する「相楽療育教室」の今後のあり方を含めた

検討を進め、具体的に整備を図る必要があります。 
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○ 子どもが、将来に自立した生活を営むためには、社会参加に適応するための交

流機会づくりが求められます。そのため、早い段階から障害者団体の認知・理

解を促し、団体を活用する力を育むことが求められます。 

 

 

 

 

 

［２］ 社会参加の拡充 

（概況） 

○ 障害種別の特性を踏まえて、日中活動や就労等の場と機会づくりが進んできて

いますが、学校卒業後の「生活の場」「余暇活動の場」「働く場」は、まだま

だ不足しています。 

○ 町域における雇用対策に関する施策等を効果的に実施するため、平成 29

（2017）年度に厚生労働省京都労働局との間で「京都府精華町雇用対策協定」

を締結し、障害のある人の雇用についても、連携して促進しています。 

○ 平成３０（2018）年４月から、障害のある人の法定雇用率が引き上げられる

とともに、算定基礎に精神障害のある人が加えられました。 

○ 京都労働局、ハローワーク京都田辺などと連携して、「障害のある方向けの合

同就職面接会」を年 1 回行っている他、町役場庁舎等において、ハローワーク

京都田辺による出張相談会が月 1 回実施されています。 

○ 農業分野と福祉分野が連携する「農福連携」の取組が全国各地で盛んになって

いることから、農業従事者が多い本町においても、取組の進展に期待が寄せら

れています。 

○ 障害のある人同士や関係者との交流の機会、及び、社会参加の機会として「精

華町障害児者ふれあいのつどい」を年１回行っているほか、パラスポーツ（障

害者スポーツ）の普及・啓発も行っています。 

○ 平成 32（2020）年に東京でオリンピック・パラリンピックが開催されること

から、パラスポーツへの関心が高まっています。 

※資料
しりょう

：厚生
こうせい

労働省
ろうどうしょう
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（課題） 

○ 学校卒業後の「生活の場」「余暇活動の場」「働く場」の充足に努める必要が

あります。とりわけ、重度障害のある人の日中の居場所が不足しており、送迎

がある生活介護事業所の整備が求められています。 

○ 障害のある人が、その人らしく地域活動や文化芸術・スポーツ活動などに参加

できるよう、機会の拡大と内容の充実を図るとともに、本人の自由な選択を基

本として参加と交流のしやすさを高めていく必要があります。 

○ 企業の障害理解と障害のある人の雇用を促進するとともに、町役場での職域拡

大や農福連携など多様な働き方の可能性を探り、障害のある人の働く意欲と能

力に応える、柔軟な雇用環境を創出・確保していく必要があります。 

○ 町役場における、障害者就労施設等からの物品・役務に係る優先調達を進めて

いく必要があります。 

 

精華町障害児者ふれあいのつどいでのパラスポーツ体験（ボッチャの体験中） 

 

 

 

［３］ 生活の安心の確保・堅持 

（概況） 

○ 障害のある人が、地域で自立した生活を送るために必要なサービスを自ら選択

し利用できるよう、役場窓口の強化や基幹相談支援センターを設置するととも

に、相談支援事業所の強化を図るなど、体制の充実を図ってきています。 

○ 障害福祉サービスについても、量的充足と質の向上に努めてきていますが、医

療的ケアが必要な人への対応などにおいて、整備の余地が残されています。 

○ いわゆる「親亡き後」の生活の場としてグループホームが望まれるところです

が、24 時間体制での運営に人材確保の困難が大きく、また、立地に係る地域理

解を得る困難とも相まって、整備が進まない状況にあります。 

○ 行動障害や重症心身障害、重度の発達障害がある人などの生活支援基盤につい

ては、事業者の対応力を引き出す制度的な動機づけが弱いことなどもあって整

備が進んでいません。 

○ 健康の維持・増進を支援するとともに、障害の原因となる疾病等の予防と早期



 

20 

発見に努めて早期に適切な医療やリハビリテーションにつなげるとともに、適

切な医療が受けられる体制を保っています。 

○ 近年の大規模な地震や集中豪雨などの発生によって住民の防災意識が高まり、

地域における防災対策が進められる中で、障害のある人への対応の充実を進め

ています。 

○ 障害があることで、交通事故や犯罪、消費生活に関するトラブルなどに巻き込

まれやすい状況があります。 

 

（課題） 

○ アンケート調査結果において「どこに相談に行けばよいかわからない」「専門

相談ができる職員がいない」といった回答も一定あり、相談機関のさらなる周

知と連携の向上が求められます。 

○ 絆ネットワークの強化を踏まえた「丸ごと相談支援」の整備を進めて、相談件

数の増加と相談内容の複雑化・多様化に適切に対処する必要があります。 

○ 介護保険制度の共生型サービスとの連携や、緊急時や医療的ケアが必要な人に

対応できる短期入所生活介護や短期入所療養介護の確保を図る必要があります。 

○ 第５期障害福祉計画における、山城南圏域での地域生活支援拠点等（面的整備

型）の平成 32（2020）年度末までの整備の位置づけを踏まえ、具体的に整備

を図る必要があります。 

○ 精神障害のある人の退院と地域生活移行を進めるため、障害特性に対する地域

理解をつくりながら、生活を支えたり日中の居場所となったりする施設・サー

ビスの整備を進めていくことが求められます。 

○ 精神保健と自殺対策に係る対応力の向上とメンタルヘルスに係る啓発に努める

とともに、ゲートキーパー養成などにさらに取り組んでいく必要があります。 

○ 防災や被災時の救助・避難の対策、また、交通安全・犯罪・消費生活トラブル

などへの対策に関して、地域ぐるみで障害のある人への対応力を向上させてい

く必要があります。 

○ 障害のある人が、交通事故や犯罪、消費生活に関するトラブルなどから、生命

や財産を守ることのできる体制を充実させる必要があります。 

  

資料 厚生労働省 
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［４］ 福祉人材の育成・確保 

（概況） 

○ 福祉人材の確保は全国的な課題ですが、町においても、フォーマル、インフォ

ーマル両方の人材が大きく不足しており、必要な施設・サービスの整備が進ま

ない状況にあります。 

○ 「京都府精華町雇用対策協定」に基づいて「福祉職場・保育施設合同就職面接

会」を実施するなどにより、人材確保に努めています。 

（課題） 

○ 学校教育や社会教育における福祉教育を重視し、一人ひとりを大切にする地域

の福祉力を、継続的に高めていく必要があります。 

○ 福祉施設等が行っているインターンシップや児童生徒の職場体験などの機会が

有効に生かされるよう、運営法人等との連携を図っていきます。 

○ 精華町社会福祉協議会が運営するボランティアセンターは、「福祉ボランティ

アセンター機能」の位置づけですが、より広い「住民ボランティアセンター機

能」との整理を図って、分野別の人材の相互乗り入れなどがしやすい状況を作

っていくことが望まれます。 

○ 国・京都府などへの働きかけを行うとともに、山城南圏域での協議などを通じ、

障害福祉に係る人材の育成・確保に計画的に取り組むことが求められます。 

○ 障害や発達等についての深い理解を培える研修など、福祉人材の専門性向上の

ための機会を増やし、既存の人材がより有効な相談支援等に当たれるよう図っ

ていくことが求められます。 

福祉施設・保育施設合同就職面接会の様子 

保育所での手話教育の様子 
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［５］ 地域共生社会づくり 

（概況） 

○ 障害と障害のある人への理解の促進は、依然として障害福祉分野の基本的な課

題であり、障害があることを理由とした基本的人権の侵害が見過ごされている

例さえ、まだまだ残されています。 

○ 地域共生社会の制度基盤として、従来の、高齢・障害・児童など対象別の福祉

サービスの考え方から、その人の生活のしづらさを地域社会として「我が事・

丸ごと」で受け止める仕組みへの転換が国主導で進められています。 

○ 町においても、本計画と同時に、「第 2 次精華町地域福祉計画」を計画期中に

抜本的に改め、地域共生社会づくりを牽引する「第 3 次精華町地域福祉計画」

として策定したところです。 

（課題） 

○ 障害と障害のある人への理解の浸透のため、引き続き啓発等を行い、当たり前

な権利が侵害されていることへの気づきを持って、その改善に向かえる地域社

会をつくっていくことが求められます。 

○ 生まれつきの障害・病気や加齢よる障害・事故による障害など障害の原因も多

様であり、肢体不自由や視覚障害のように外見からわかる障害もあれば、聴覚・

言語障害や内部障害、精神障害など外見ではわからない障害もあることから、

障害特性や特性に応じた配慮についての理解促進は継続して進めていく必要が

あります。 

○ 「障害者権利条約」「障害者差別解消法」等に基づき、あらゆる差別の解消を

進める一環として、障害を理由とする差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供

等を進めていく必要があります。 

○ 高齢・障害・児童など対象別の社会資源を有効に活かしながら、複合的な形で

現れる一人ひとりの生活のしづらさを柔軟に受け止める共生型の福祉サービス

についても検討していく必要があります。 

○ 地域の誰もが、必要な支援の「受け手」になり、それぞれの特長を活かした「担

い手」にもなる地域共生社会づくりに向けて、障害のある人ない人がともに社

会を変えていく主体としての役割が一層期待されます。 

○ まちのバリアフリー化と情報バリアフリー化をさらに進めて、移動やコミュニ

ケーションが円滑に行える地域づくり、安心・安全な防災まちづくりを進める

ことが求められます。 

差別解消法勉強会の様子 

 

 

  



 

23 

第３章 原則・理念と計画目標  

１．３つの原則 

精華町では、 

 完全参加と平等 精華町らしい障害のある人の社会参加の促進 

 エンパワーメント 障害のある人の活動の活性化とまちづくりへの参加 

 生活環境におけるバリアフリー ノーマライゼーションへの挑戦 

 リハビリテーション 周辺市町村との連携による生活や自立の支援 

 の 4 つの考え方のもとで障害福祉に係る施策を実施してきていることから、

この計画が前提とする 3 つの原則を次のとおりとします。 

 

［１］ 基本的人権の尊重と差別の禁止 

○ 障害のある人もない人も、すべての人が基本的人権を有した個人として大切に

され、個人としてのその尊厳は守られるべきものです。 

○ 障害者基本法や障害者差別解消法にも規定されているとおり、障害のある人の

活動を制限・制約する、障害を理由とする差別やその他の人権を侵害する行為

は禁止されるべきものです。 
 

［２］ 自己決定と自己選択の尊重 

○ 障害福祉サービス等にあっては、障害の種別、程度に関わりなく、障害のある

人自らが必要なサービスを選択し利用して、自らの自立と社会参加の実現を図

ることができるように提供されるべきものです。 

○ 支援者の立場においては、障害福祉サービスを利用する人が、保健・医療・福

祉・教育・雇用など多岐にわたる社会資源を総合的に活用できるよう、ライフ

ステージを通じた切れ目のない支援に努めなくてはなりません。 
 

［３］ 地域共生社会づくり 

（障害者基本法第三条から） 

○ すべての障害のある人に、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他

あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されなければなりません。 

○ すべての障害のある人は、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択

の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられては

なりません。 

○ すべての障害のある人は、可能な限り、言語（手話を含む）その他の意思疎通

のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得または

利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られる必要があります。  
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２．基本理念 

３つの原則を踏まえて、精華町が将来に希求するまちのあるべき姿を次のとおり

表すこととします。 

 

障害があってもなくても 

誰もが自分らしく生活し輝けるまち 精華町 
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３．計画目標 

［１］ 誰もがみんな、その人らしく発達・成長し、輝ける 

○ 障害や発達上の問題がある子どもが、自分の持てる力を十分に発揮して、その

子らしく健やかに成長できるまちを目指します。 

○ 障害のある人の「輝きたい」「働きたい」思いに応える、社会参加と自己実現

の場と機会が充実したまちを目指します。 

指標 一般就労者数  ８名 

・ 現在策定中の「精華町第５期障害福祉計画」における平成３２年度末時点の目標値であ

る８名を目指します。 

・ 平成３５年度末時点の目標値については、精華町第６期障害福祉計画（平成３３年～平

成３５年度）の目標数値を引用します。 

 

［２］ 誰もが安心して毎日の生活をおくれる 

○ 安心して生活できる住まいが確保され、必要な生活支援のサービスを自分で選

んで利用することで、安心して生活ができるまちを目指します。 

○ 地域の連帯のもとでの防災・防犯の備えがあるまち、また、地震や洪水といっ

た被災時に、多様な障害特性を踏まえた安心な避難が可能なまちを目指します。 

指標 相談者がいない人の割合  ５％ 

・ 「精華町の共生社会（障害福祉）に関するアンケート調査」の相談者の有無に関する質

問を引用します。 

・ 平成２９年度調査においては、９．１％となっています。 

 

［３］ 人権侵害や差別のない、地域共生社会となっている 

○ 障害と障害のある人への理解が浸透した、人権侵害や差別・偏見のない社会、

また、ユニバーサルなまちを目指します。 

○ 障害のある人ない人が日常的にふれあい、関わりあい、支えあい、みんなが参

加する地域共生社会を目指します。 

指標 差別解消法に関する講演会受講者数  ７５０名 

・ 平成２９年度より年１回を基本とし、講演会を実施しています。 

・ 平成２９年度の受講者数は１３５名となっています。 
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第４章 目標ごとの施策  

１．施策の体系 
 

 

基本理念  
障害があってもなくても 
誰もが自分らしく生活し輝けるまち 精華町 

      

  
目標１ 誰もがみんな、その人らしく発達・成長し、輝ける 

  

       

    
施策１ 支援が必要な子どもへの早期対応 

    

       

    
施策 2 保育・教育、放課後対策の充実 

    

       

    
施策３ 社会参加・就労の促進 

    

      

  
目標 2 誰もが安心して毎日の生活をおくれる 

  

       

    
施策４ 相談支援の充実 

    

       

    
施策５ 日常生活の支援 

    

       

    
施策６ 安全・安心の確保 

    

      

  
目標 3 差別や偏見のない、地域共生社会となっている 

  

       

    
施策７ 一人ひとりを大切にする地域づくり 

    

       

    
施策８ 地域福祉を担う人づくり 

    

       

    
施策９ ユニバーサルなまちづくり 

    

 

  



 

27 

 

２．具体的な施策 
 
目標１：誰もがみんな、その人らしく発達・成長し、輝ける 

施策１ 支援が必要な子どもへの早期対応 

 

子どもとその保護者に接する機会を最大に活用して、一人ひとりの発達課題や障害になる

べく早く気づき、保健・医療・福祉・保育・教育等の連携のもとで早期に適切な療育につな

ぐとともに、子どもを養育する家庭への支援を行います。 

 
No. 取組 内容 

1 
支援が必要な子

どもの早期発見 

・ 妊娠期から子育て期まで、母子包括支援センターにおいて、母子の

健康と子どもの発達に係る一貫した相談支援を行います。 

・ 乳幼児健診において、専門的療育が必要な子どもを把握し、その発

達に係る相談・支援を行います。 

・ 幼稚園の年中児クラスを対象として、発達障害等の早期発見のた

め、年中児発達サポート事業を実施します。 

・ 保育所において、支援が必要な子どもの早期発見に努めます。 

2 
早期の療育と養

育家庭への支援 

・ 専門的療育が必要な子どもを養育する家庭に対して、継続的な相談

支援（フォロー教室）、訪問指導を行います。 

・ 専門的療育が必要な子どもの保護者等を対象に、子どもへの接し方

を学ぶ講座（ペアレントトレーニング）を行います。 

・ 相談支援事業所につないで必要な障害児支援のサービスを提供す

るとともに、母子保健、子育て支援や教育等の機関、保健所等と連

携し、子どもの生活場面を基本とした支援体制を早期に構築しま

す。 

・ 重症心身障害児など医療的ケアを必要とする子どもに対して、医療

型児童発達支援や居宅訪問型児童発達支援の実施など、福祉サービ

スの拡充を図っていきます。 

3 
早期発達支援の

重要性の啓発 

・ 相談支援を通じて、相楽療育教室や発達支援ルーム「こねっく」等

の療育教室の積極的な利用につなぎます。 

・ 放課後等デイサービスなど児童発達支援に係る事業所の適切な利

用が図られるよう、療育が必要な子どもの保護者に対して、早期の

発達支援の重要性の啓発を行います。 

4 

子どもの成長に

即応する発達支

援の強化 

・ 保育所・幼稚園・小学校・中学校における発達相談等の連携会議な

どを通じて、町の発達支援システムが子どもの成長・発達にさらに

即応したものとなるよう図ります。 

・ 新たに整備を計画する児童発達支援センターを核として、発達支援
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システムに係る体制を強化します。 

・ 児童発達支援センター以外の児童発達支援事業所について、放課後

等デイサービスの質の確保や保育所等訪問事業の活用等を進めて

いきます。 

5 

教職・援助職の

障害の理解と対

応力の向上 

・ 保育士や幼稚園教諭、教職員、福祉専門職等に、発達障害・強度行

動障害・高次脳機能障害等の障害、また、虐待や生活困窮等との複

合的な困難がある子どもとその家庭について、それらの態様理解と

子どもへの発達支援の技能向上のための研修等を行います。 
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目標１：誰もがみんな、その人らしく発達・成長し、輝ける 

施策２ 保育・教育、放課後対策の充実 

 

一人ひとりの子どもの発達や障害の特徴を踏まえた保育・教育を行うとともに、保育士・

教職員等の適正配置と技能向上、保育所・学校教育施設等のバリアフリー化などを着実に進

めることで、インクルーシブな保育・教育環境を充実させ、学校卒業後のライフステージに

もつなぐ、一貫した切れ目のない支援を行います。 

 
No. 取組 内容 

6 
障害児保育の実

施 

・ 保育所において、町が実施している保育所巡回相談事業を継続し、

関係機関との連携を保ちながら、障害のある子どもへの保育を実

施します。 

7 教育相談の実施 

・ 「つながりファイル（支援ファイル）※」等も活用しながら、教育

支援委員会や教育支援室による就学相談・教育支援による就学前

から卒業後（支援学校については高等部）に至るまでの一貫した

支援を行います。 

・ 小・中学校の校内委員会での教育相談や就園就学指導体制のもと、

子どもの障害の状況を把握して相談活動を行います。 

8 
特別支援教育の

推進 

・ 教育支援委員会が中心となり、親とともに作る個別の教育支援計

画や個別の指導計画、アセスメント票とその活用を図って、指導

方法の工夫・改善に努めながら、切れ目のない教育支援を行いま

す。 

・ 特別支援教育コーディネーターの役割を活かしながら、特別支援

学校と小・中学校との、また在籍校と通級指導教室との連携した

指導を行います。 

9 

子どもの個性を

踏まえた進路指

導 

・ 中３生に対して、特別支援学校高等部の体験入学や進路相談への

参加を促し、子どもの個性や障害特性に応じた進路選択を支援し

ます。 

10 
保育・教育環境の

充実 

・ 保育所や学校、放課後児童クラブへの、加配保育士・支援員、学

業を支援する人の適正配置を進めます。 

・ 障害のある子どもが保育所や学校での生活を送る上で必要な設備

の導入や施設のバリアフリー化など、合理的配慮を踏まえた環境

整備を進めます。 

11 

放課後、学校長期

休暇期間の生活

の支援 

・ 保育所等訪問支援事業を活用するなどにより、障害のある子ども

への、放課後児童クラブでの対応力の強化を図ります。 

・ 特別支援学級、特別支援学校及び通常学級の児童生徒等の参加に

よる、夏季地域学校を行います。 

・ 放課後や学校長期休暇期間中の活動の場として、各小学校で精華
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まなび体験教室を実施します。 

・ 障害のある子どもとその家族を対象としてサマースクールやウィ

ンタースクールなどふれあい体験教室を実施します（年 10回） 

・ 放課後等デイサービス事業や日中一時支援事業の適切な利用を促

進します。 

※ つながりファイル：できる限り成人に至るまでの一貫した支援を受けられるよう、関係機関と連携して作成し

た成長の過程や支援の内容に関する情報を記録するファイル。 
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目標１：誰もがみんな、その人らしく発達・成長し、輝ける 

施策３ 社会参加・就労の促進 

 

すべての障害のある人の、地域での日中の居場所が当たり前にあり、生涯を通じて文化芸

術・スポーツ・レクリエーションなどの活動に親しみながら、仲間とともに生きがいを持っ

て健やかに暮らせる地域社会づくりを進めます。 

また、障害のある人の働く意欲と能力に応えられる地域社会づくりのため、町が規範とな

るよう努めながら、企業に対して、障害や障害のある人に対する理解と合理的配慮を踏まえ

た職場環境の改善を促すとともに、一般就労や福祉的就労の機会の確保、また、工賃の向上

や新たな職域の拡大などを進めます。 

 
No. 取組 内容 

12 

日中活動の場の

確保 

・ 特別支援学校が行う進路相談に参加し、生徒が学校卒業後の日中

活動の場所をスムーズに確保できるよう支援します。 

・ 重度障害のある人の日中の居場所となる生活介護事業所の確保に

努めます。 

余暇活動等の促

進 

・ 「精華町ふれあいまつり」において、実行委員会への障害者団体

や当事者の参加を継続するとともに、障害のある人の文化・芸術

活動プログラムの充実を図ります。 

・ 生涯学習の活動として、視覚障害者教室、聴覚障害者教室を実施

する（年 1 回）ほか、図書館における点字・音声・映像図書の充

実に努めます。 

・ 精華町立体育館・コミュニティーセンター（以下：「むくのきセ

ンター」とする。）で行う「精華町障害児者ふれあいのつどい」

を通じて、障害のある人がスポーツに親しむ機会や体力・競技力

向上の機会、また、スポーツを通じた障害のある人ない人の交流

が生まれる機会を提供することで、パラスポーツの振興を図りま

す。 

・ むくのきセンターを拠点として、障害のある人を対象としたスポ

ーツ・レクリエーション活動を振興するため、スポーツ指導員の

確保を図ります。 

13 

障害者雇用に係

る知識普及と意

識啓発 

・ 厚生労働省京都労働局との「京都府精華町雇用対策協定」に基づ

く取組として、障害のある人を対象とした就職フェアを実施しま

す。 

・ 企業における、福祉教育・研修等の実施を支援します。 

・ 障害のある人に係る法定雇用率未達成企業の解消のため、障害者

法定雇用率制度の周知を図ります。 

・ 毎年９月の障害者雇用支援月間を中心に、障害のある人の雇用の

促進を図るための啓発活動を行います。 
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14 

本人の特性を踏

ま え た 進 路 指

導・就労支援 

・ 職業的自立を促すための早期からの就労支援として、進路指導、

職業体験などを行います。 

・ 障害者就業・生活支援センター、特別支援学校、障害者支援事業

所、相談支援機関、学校、行政機関、ハローワーク、企業等の連

携のもとで、本人の特性を踏まえた進路指導・就労支援を行いま

す。 

15 一般就労の促進 

・ 町職員にかかる障害者法定雇用率の遵守のため、障害のある人の

計画的な採用を行います。 

・ 障害者試行雇用事業（トライアル雇用事業）を活用し、企業が障

害のある人の本格的な雇用に取り組むきっかけづくりを推進しま

す。 

・ 企業や事業主への、各種助成制度を周知し活用を促すとともに、

障害のある人の雇用に関する相談対応を行います。 

・ 一般企業への就職を希望する人に、必要な知識及び能力の向上の

ための訓練を行う就労移行支援事業の活用を促進します。 

・ 職場定着支援の提供とともに、職場適応援助者（ジョブコーチ）

制度の周知・啓発を図って、障害のある人の職場定着を支援しま

す。 

16 
福祉的就労の促

進 

・ 一般企業への就労が不安・困難な人の働く場としての就労継続支

援事業所について、本人の希望に沿った利用ができるよう、山城

南圏域での調整を図ります。 

・ 知的障害のある人や社会的引きこもりの人などが、一定期間、事

業経営者の元で生活し、職業訓練を受けて一般雇用をめざす職親

制度（京都府事業）の周知とつなぎに努めます。 

17 
障害のある人の

職域の拡大 

・ 優先調達推進法に基づいて、町での物品・役務の調達において、

障害福祉施設からの調達拡大を図ります。 

・ むくのきセンターや町役場などで授産製品等の販売機会を提供し

ていますが、さらなる機会拡大を支援します。 

・ 農福連携など、新たな職域の拡大を促進します。 
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目標 2：誰もが安心して毎日の生活をおくれる 

施策 4 相談支援の充実 

 

絆ネットワークを核として、障害福祉の分野を越える福祉をつなぐネットワークを強化し、

また、庁内各課の窓口・連携等を見直すことで、相談から支援までをワンストップで行える

体制づくりを進めます。 

その中で、本人・家族の高齢化と「親亡き後」の現実化、障害の重度化・重複化など、複

雑化・多様化する相談支援ニーズへの対応力を向上させながら、障害のある人の生涯に寄り

添う、切れ目のない相談支援の提供に努めます。 

 
No. 取組 内容 

18 

役場窓口におけ

る相談対応等の

充実 

・ 各関係機関と連携して、ワンストップの情報提供・相談対応を行

います。 

・ 合理的配慮における職員対応要領を運用し、全庁的に障害に配慮

した対応を行います。 

19 
相談支援事業の

充実 

・ 事業所が行う相談支援の質の向上・調整のため、相談支援機能強

化事業を実施するとともに、相談支援事業所の確保に努めます。 

・ 「京都大和の家」に委託し運営している「精華町こころの相談室」

において、生きづらさを感じている人とその家族の相談等に対応

します。 

20 
地域における相

談活動の維持 

・ 民生児童委員※に対して、定例会等で、障害についての情報提供や

研修を行い、地域での相談機能を保ちます。 

・ 障害者相談員に対して、随時、障害についての情報提供や研修を

行うとともに、毎月１回、町役場においての障害者相談会を実施

します。 

※ 民生児童委員：精華町では「民生児童委員」と呼んでいますが、厚生労働大臣から委嘱される民生委員・児童

委員のことです。 
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目標 2：誰もが安心して毎日の生活をおくれる 

施策 5 日常生活の支援 

 

障害のある人が日常の生活を営むために必要な障害福祉のサービスについて、その適切な

利用ができる体制を保つとともに、さらに利用しやすくなるよう、質と量の両面からの充実

に努めます。 

 
No. 取組 内容 

21 計画相談の実施 

・ 障害福祉サービス等を申請した人に対して、指定特定相談支援事

業所がサービス等利用計画の作成及び支給決定後のサービス等利

用計画の見直しを行うことで、適切なサービス利用を支援します。 

・ 相談支援専門員とケアマネジャーが支援に必要な情報を共有でき

るよう連携を図ることで、介護保険制度の共生型サービスの適切

な利用を支援します。 

22 
自立支援給付等

による支援 

・ 訪問系サービスや日中活動系サービスを中心とした障害福祉サー

ビスの提供体制を保ち、事業者等と連携しながら充実を図ります。 

・ 保健所との連携のもと、難病のある人とその家族の相談に応じ、

専門の相談会の紹介や在宅福祉事業を実施することで、療養生活

を支援します。 

23 

精神障害のある

人の地域生活支

援の充実 

・ 保健・医療・福祉の関係者による協議の場を設置し、地域での

居場所づくりや引きこもり状態の人とその家族への支援など、

精神障害に対応した地域包括ケアシステムの構築を図ります。 

24 
地域生活支援拠

点等の整備 

・ 障害のある人の生活を地域全体で支えるサービス提供体制とし

て、山城南圏域での地域生活支援拠点等（面的整備型）の整備を

図ります。 

・ 地域生活支援拠点等（面的整備型）の整備の一環として、短期入

所生活介護（緊急ショートステイ）や短期入所療養介護（医療型

ショートステイ）の整備を進めます。 

25 外出支援の実施 

・ 自ら行きたいと望む場所に移動できるよう、移動支援や移送サー

ビスの充実に向けて人材確保や制度運用面での工夫等を図りま

す。 

・ タクシーチケットの支給、移動支援、福祉有償運送（移送サービ

ス事業）など外出支援に係る制度等の周知に努めるとともに、ニ

ーズを踏まえた活用促進を図ります。 

26 
コミュニケーシ

ョン支援の充実 

・ 山城南圏域での持ち回りにより、年１回の手話奉仕員養成講座を

開催し、受講後の後期プログラムとして京都府の手話通訳者養成

講座につなぐことで、人材の育成・確保に努めます。 

・ 役場窓口での手続きの円滑化のため、公文書の分かりやすい表現

や意思疎通支援を行うとともに、コミュニケーションの困難があ
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る人への福祉課窓口での対応において、ICT など新たな手段の活

用を試行していきます。 

27 
住まいの確保へ

の支援 

・ 居宅生活動作補助用具の給付や、京都府の住宅建設(改良)資金の融

資等の制度について、町の広報誌をはじめ、ホームページ、パン

フレットによる周知と利用促進を図ります。 

・ 障害のある人の住み慣れた地域での暮らしへの支援、また、入所

施設から地域生活への移行の促進のため、グループホーム事業等

を促進します。 

・ 高齢者や障害のある人の入居に配慮し、公営住宅の建設・建て替

えに際しては、バリアフリー設計・改修を進めていきます。 

28 
経済的負担の軽

減 

・ 国や京都府の事業である障害年金や特別障害者手当、また、町単

独事業の心身障害者福祉手当などを、該当する人に対して支給す

るほか、交通費割引や高速道路の割引等の各種の減免制度等の周

知と利用勧奨を行います。 

・ 更生医療・育成医療・精神通院医療によって医療費負担を軽減す

るほか、障害のある人に対する福祉医療費助成を行います。 

29 
第三者評価事業

の実施促進 

・ 福祉サービス提供事業者が事業運営の改善やサービスの質の向上

を図ることができるよう、公正・中立な第三者機関による専門的

かつ客観的な評価の活用を促進します。 

 

 

 

 

  



 

36 

目標 2：誰もが安心して毎日の生活をおくれる 

施策６ 安全・安心の確保 

 

健康の維持・増進を支援するとともに、障害の原因となる疾病等の予防と早期発見に努め

て早期に適切な医療やリハビリテーションにつなげることにより、障害の予防や軽減、また、

重度化・重複化等の予防に努めます。 

地震・土砂崩れ、洪水などの自然災害や火災、交通事故や犯罪、消費生活に関するトラブ

ルなどから、生命や財産を守ることのできる体制を充実させ、誰もが自ら望む地域で安心し

て暮らせる地域社会づくりを推進します。 

 
No. 取組 内容 

30 
健康づくりの支

援 

・ 健（検）診の受診勧奨を行うとともに、健診結果に関して助言等

を行う相談会や、メタボ（ダイエット）教室・糖尿病教室の実施

など健診後のフォローを行って早期治療へとつなげます。 

・ 乳幼児期から高齢期まで、すべてのライフステージに応じた健康

づくりを支援するとともに、安全な妊娠出産に対する教育・保健

指導を行います。 

・ こころの体温計、こころの推進員、ゲートキーパー等など、ここ

ろの健康に関する啓発を行います。 

31 医療体制の堅持 
・ 医師会、歯科医師会との連携のもとで、住民が必要な時に身近で

適切な治療を受けることができるよう、医療体制を堅持します。 

32 
防災・防犯対策の

充実 

・ 各自主防災組織での防災訓練における防災情報の提供、ホームペ

ージやＳＮＳ等を通じた災害情報の提供を行うほか、地域の行事

等の機会を捉えて福祉に関する意識啓発を行います。 

・ 精華町地域障害者自立支援協議会からの参加を得て町の防災訓練

を行います。 

・ 各自治会や自主防災組織で災害時要配慮者を把握できるように、

避難行動要支援者の台帳配布を行います。 

・ 医療的ケアが必要な人への対応も踏まえながら、避難行動要支援

者避難支援個別計画を順次作成します。 

・ 災害時に福祉避難所の実稼働ができるよう、保健所の助言をも

とに、協定を締結している事業者と入念な協議・調整を行い、

介護・介助の必要を踏まえた備蓄や電源の確保などについて福

祉避難所運営マニュアルの整備や避難訓練の実施をとおして、

具体的な備えを図っていきます。 

・ 防災行政無線、文字放送、音声告知放送、メール配信等を活用し

た災害情報伝達システムの拡充を図ります。 

・ 災害時のボランティア確保と受入体制の整備を進める中で、災害
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時要配慮者対策について、適切な対応ができるよう備えていきま

す。 

・ 悪質商法や多重債務など消費生活に関するトラブル回避のため、

消費生活相談や法律相談を実施するほか、民生児童委員や警察等

と連携して、地域の交通安全の見守りや防犯活動を促進します。 
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目標 3：差別や偏見のない、地域共生社会となっている 

施策７ 一人ひとりを大切にする地域づくり 

 

多様な媒体を用い、また、「障害者週間」等での啓発イベントなどを通じて、障害の種類

や特性、障害のある人に対する理解と配慮、「障害者に関するマーク」の理解についての啓

発に努めるとともに、障害のある人ない人の交流を促進します。 

精神上の障害によって判断能力が不十分な人を保護し法律的に支援する成年後見制度や日

常生活自立支援事業の利用を促進するとともに、人権侵害・虐待の防止と事案発生時の適切

な対応を行います。 

 
No. 取組 内容 

33 

障害のある人に

対する差別の解

消 

・ 障害者差別解消法についての周知啓発に努めるとともに、「京都

府障害のある人もない人もともに安心していきいきと暮らしやす

い社会づくり条例」や精華町職員対応要領を踏まえて、障害のあ

る人に対する差別の解消に努めます。 

34 

障害のある人な

い人の相互理解

の促進 

・ 精華町障害児者ふれあいのつどい等における交流機会づくりやパ

ラスポーツ、農福連携などの取組を通じて、障害のある人ない人、

異なる障害のある人などの相互理解を促進します。 

・ 「障害者週間（12 月 3 日～12 月 9 日）」等を活用し、障害と

障害のある人についての理解促進のための街頭啓発やリーフレッ

トの配布、講演会、交流活動などを行います。 

・ 人権週間（12月 4日～12月 10日）に行う人権啓発事業の中で、

障害福祉をテーマとした講演会や交流活動などを実施します。 

・ 町の広報誌やホームページ、新聞、テレビ、ＣＡＴＶなどを活用

して、障害理解に係る広報・啓発を行います。 

35 

地域生活を支え

る コ ミ ュ ニ テ

ィ・ネットワーク

づくり 

・ 障害のある人がいる世帯を、地域の中で継続的に緩やかに見守る

ことができるよう、個別の状況を踏まえて、援助職や民生児童委

員、地域住民とのネットワークを構築します。 

36 権利擁護の推進 

・ 平成 31 年度に精華町社会福祉協議会に委託して成年後見センタ

ーを設置し成年後見制度の利用促進を図るとともに、市民後見人

や法定後見組織の育成、制度利用が困難な人に対して、町による

制度利用の申し立てを行います。 

・ 精華町社会福祉協議会が行う日常生活自立支援事業※についての

周知と制度の浸透、利用促進に努めます。 

・ 精華町地域障害者自立支援協議会の権利擁護部会において、障害

のある人の親亡き後の生活支援や金銭管理、財産管理など、権利

擁護のあり方について協議を進めていきます。 

・ 精華町市民後見人連絡会（市民後見人養成講座修了生の集まり）
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の活動を支援します。 

37 

人権侵害・虐待の

防止と適切な対

応 

・ 障害のある人の人権と虐待防止に関する周知啓発に努めるととも

に、京都府権利擁護センターや精華町社会福祉協議会、相楽地域

障害者生活支援センターなどと連携して、人権侵害や虐待のケー

スに適切に対応していきます。 

※ 日常生活自立支援事業：認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち判断能力が不十分な人が地域におい

て自立した生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用援助等を行うもの。 
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目標 3：差別や偏見のない、地域共生社会となっている 

施策８ 地域福祉を担う人づくり 

 

精華町社会福祉協議会などと連携し、福祉ボランティアの育成や確保に努めるとともに、

地域住民相互の関係づくりや見守り活動、助けあい活動を担う人材や団体の育成のほか、ボ

ランティアやＮＰＯの育成・支援に取り組むなど、地域における福祉活動を促進します。 

 
No. 取組 内容 

38 福祉教育の実施 

・ 地域における助けあい・支えあいの基盤づくりに向けて、住民一

人ひとりが主体的・積極的に地域について考えることができるよ

う、学校教育や社会教育等を通じた福祉教育を行います。 

・ 聴覚障害のある人と手話通訳者を保育所に派遣し手話教室をとお

して、幼少期から言語である手話に親しめる機会を行います。 

39 
ボランティアの

育成・確保 

・ 住民主体による諸活動を促進するとともに、精華町社会福祉協議

会が運営するボランティアセンターの機能を拡充する中で、福祉

ボランティアの活動の活性化を図ります。 

・ 訪問活動・相談・付き添い・点訳・手話通訳・要約筆記などのボ

ランティア養成講座を充実させ、人材の育成を図ります。 

・ 成人式や各種講座で手話通訳・要約筆記を実施するなど、イベン

トで啓発活動を行います。 

40 
ボランティア等

の活動支援 

・ ＮＰＯやボランティア活動の育成に努めるとともに、活動の活性

化のため、場の提供や、活動間の連携促進、地域とのつなぎなど

を行います。 

・ ボランティアサークルや NPO 法人が地域社会の問題解決に取り

組む事業に対する支援の一環として、京都府の地域力再生プロジ

ェクトの広報及び申請相談や受付業務を行います。 

41 
専 門 人 材 の 育

成・確保 

・ 国や京都府への専門従事者の計画的な養成を要望します。 

・ 山城南圏域の行政や事業者、学校等との連携のもとで、福祉人材

フェアの開催や町外への雇用情報等を発信等により、専門人材の

確保に努めます。 

 

  



 

41 

 

目標 3：差別や偏見のない、地域共生社会となっている 

施策９ ユニバーサルなまちづくり 

 

「高齢者・障害者の移動の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」や「京都府福

祉のまちづくり条例」「精華町やさしいまちづくり整備指針」などに基づき、ユニバーサル

デザインの考え方を踏まえたまちのバリアフリー化を進めるとともに、合理的配慮を踏まえ

た情報保障の推進を図ります。 

 
No. 取組 内容 

42 
公共公益施設の

整備・改善 

・ 公共公益施設について、多目的トイレやエレベーター、スロープ

等の設置・改善、障害者用駐車場の確保を推進するとともに、観

光パンフレット等へのバリアフリー情報の掲載を図ります。 

・ 民間施設の建設や既存施設の改修において、「精華町やさしいま

ちづくり整備指針」に基づいて事前協議を行い、整備に向けた指

導・助言を行います。 

43 
道路・交通安全施

設の整備 

・ 開発行為等に伴う道路・公園の整備にあたり、段差解消や歩道幅

員の確保を図ります。 

・ 歩道の拡幅や段差・傾斜の解消、視覚障害者誘導用ブロックなど、

町道路施設を計画的に改良します。 

・ 道路標識や案内の改良、音響式信号機の設置など、設備の改善を

関係機関に要望します。 

44 

合理的配慮を踏

まえた情報提供

の充実 

・ 地域生活の様々な場面での合理的配慮が広く行われるよう、町の

広報や講演会等を通じた理解促進と配慮の好事例の周知を図ると

ともに、「まちの福祉サポート店※」の普及を進めます。 

・ 町の広報誌やホームページなど、町が発信する諸情報について、

音声読み上げや色彩調整なども含めたバリアフリー化を進めると

ともに、ICTの活用等による情報伝達手段の多様化を図ります。 

・ 町の各種計画やその他の刊行物等について、住民の生命・財産に

係る重要なものや概要版・普及啓発資料などを中心に、障害のあ

る人への合理的配慮を図っていきます。 

・ 窓口において、筆談セット、SP コード読取り機、ＵＤトークを設

置し、資料作成の際には、必要に応じて漢字にルビを振るなど対

応します。 

・ 聴覚・言語障害者がファクスで 119番通報できる体制を運用して

いますが、さらに広くファクス等を活用した情報伝達システムの

整備を進めます。 
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・ 保育・教育における合理的配慮の提供充実に努め、聴覚障害のあ

る生徒の学習に関して、UD トーク（コミュニケーション支援・

会話の見える化アプリ）を活用できる環境を運用します。 

・ 朗読ボランティア「ひびき」が作成したテープの貸し出しを、精

華町社会福祉協議会事務局や町立図書館で行います。 

・ 各課でのシステム導入時など、障害のある人の視点が反映できる

よう、助言等を行います。 

※ まちの福祉サポート店：「商品の販売や配達と同時に、高齢者や障害者の生活を温かい目で見守っていただく

ことが、地域の絆を強め、安心して住めるまちにつながっていくもの」として平成 25年度から精華町社会福

祉協議会が地域の商店等と協力して行っている取組。 
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第５章 計画の推進  

（１）計画の進行管理 

○ この計画は、住民、ボランティア、ＮＰＯ、関係機関・団体、サービス提供事業者、企

業など、地域で活動するあらゆる行動主体と行政との協働のもとで推進を図っていく必

要があります。 

○ 計画の進行管理については、町全体の地域福祉の推進体制を再編し組織する中で精華町

地域障害者自立支援協議会からの適切な評価を得ながら、精華町役場福祉課が事務局と

なって行います。 

＜精華町地域障害者自立支援協議会とは＞ 

○ 地域の障害福祉に関するシステムづくりについて検討する中核的な役割を果たす協議

体です。 

○ 「地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議」「多様なニーズを有する援

助困難ケース等についてのケアマネジメント」「地域の社会資源の開発及び改善」等に

ついて協議します。 

○ 併せて、多用化している障害福祉のニーズに対応するため、３つの部会を設置していま

す。 

住民参加部会 当事者目線に立ち、主に合理的配慮や災害時要配慮者対策

などの検討をしています。 

権利擁護部会 人権侵害や差別・偏見の解消や成年後見など権利が保障さ

れる社会のあり方について検討をしています。 

発達支援部会 児童やその保護者が安心して生活できるために必要な障害

児支援のあり方について検討をしています。 

 

 

  

 

精華町地域障害者自立支援協議会 

【住民参加部会】【権利擁護部会】【発達支援部会】 

相談支援事業者（中立・公平性を確保） 行政機関 

保健・医療・福祉関係機関 企業・就労支援関係機関 

相談支援・権利擁護関係機関 当事者団体 
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（２）山城南圏域・京都府等との連携・協調 

○ サービス調整や福祉人材の育成・確保、国への要望など、町単独での対応よりも、山城

南圏域や京都府との調整・連携により取り組むべき事柄については、情報共有等を密に

図りながら協調して対応します。 

○ 障害者総合支援法や児童福祉法の改正に伴い、児童発達支援センターの設置などが求め

られる中、今後、山城南圏域の障害者自立支援協議会との協調が一層必要となります。 

 

【山城南圏域障害者自立支援協議会 推進体制】 

 

 

  

 

山城南圏域障害者自立支援協議会 全体会 

【発達支援部会】【就労支援部会】 

【医療的ケア部会】【地域生活支援部会】 

相談支援事業者（中立・公平性を確保） 行政機関 

社会福祉協議会 

保健・医療・福祉関係機関 企業・就労支援関係機関 

相談支援・権利擁護関係機関 

当事者団体 教育団体 

各市町村 自立支援協議会 
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資料編 

 

名 称 概 要 等 
所管先（マークに関す

る問い合わせ先） 

障害者のための 

国際シンボルマーク 

 

障害者が利用できる建物、施設であることを明確

に表すための世界共通のシンボルマークです。マ

ークの使用については国際リハビリテーション

協会の「使用指針」により定められています。 

駐車場などでこのマークを見かけた場合には、障

害者の利用への配慮について、御理解、御協力を

お願いします。 

※このマークは「すべての障害者を対象」とした

ものです。特に車椅子を利用する障害者を限定

し、使用されるものではありません。 

公益財団法人日本障

害者リハビリテーシ

ョン協会 

TEL：03-5273-0601 

FAX：03-5273-1523 

身体障害者標識 

（身体障害者マーク） 

 

肢体不自由であることを理由に免許に条件を付

されている方が運転する車に表示するマークで、

マークの表示については、努力義務となっていま

す。 

危険防止のためやむを得ない場合を除き、このマ

ークを付けた車に幅寄せや割り込みを行った運

転者は、道路交通法の規定により罰せられます。 

警察庁交通局、都道府

県警察本部交通部、警

察署交通課 

 

警察庁 

TEL：03-3581-0141

（代） 

聴覚障害者標識 

（聴覚障害者マーク） 

 

聴覚障害であることを理由に免許に条件を付さ

れている方が運転する車に表示するマークで、マ

ークの表示については、義務となっています。 

危険防止のためやむを得ない場合を除き、このマ

ークを付けた車に幅寄せや割り込みを行った運

転者は、道路交通法の規定により罰せられます。 

警察庁交通局、都道府

県警察本部交通部、警

察署交通課 

 

警察庁 

TEL：03-3581-0141

（代） 

盲人のための 

国際シンボルマーク 

世界盲人連合で1984年に制定された盲人のため

の世界共通のマークです。視覚障害者の安全やバ

リアフリーに考慮された建物、設備、機器などに

付けられています。信号機や国際点字郵便物・書

籍などで身近に見かけるマークです。 

社会福祉法人日本盲

人福祉委員会 

TEL：03-5291-7885 
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このマークを見かけた場合には、視覚障害者の利

用への配慮について、御理解、御協力をお願いし

ます。 

耳マーク 

 

聞こえが不自由なことを表すと同時に、聞こえな

い人・聞こえにくい人への配慮を表すマークでも

あります。 

聴覚障害者は見た目には分からないために、誤解

されたり、不利益をこうむったり、社会生活上で

不安が少なくありません。 

このマークを提示された場合は、相手が「聞こえ

ない・聞こえにくい」ことを理解し、コミュニケ

ーションの方法等への配慮について御協力をお

願いします。 

一般社団法人全日本

難聴者・中途失聴者団

体連合会 

TEL：03-3225-5600 

FAX：03-3354-0046 

ほじょ犬マーク 

 

身体障害者補助犬法の啓発のためのマークです。 

身体障害者補助犬とは、盲導犬、介助犬、聴導犬の

ことを言います。「身体障害者補助犬法」では公共の

施設や交通機関はもちろん、デパートやスーパー、

ホテル、レストランなどの民間施設では、身体障害の

ある人が身体障害者補助犬を同伴するのを受け入

れる義務があります。補助犬を同伴することのみをも

ってサービスの提供を拒むことは障害者差別に当た

ります。 

補助犬はペットではありません。体の不自由な方の、

体の一部となって働いています。社会のマナーもき

ちんと訓練されているし、衛生面でもきちんと管理さ

れています。 

補助犬を同伴していても使用者への援助が必要な

場合があります。使用者が困っている様子を見かけ

たら、積極的にお声かけをお願いします。 

厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部企

画課自立支援振興室 

TEL：03-5253-1111

（代） 

FAX：03-3503-1237 

オストメイトマーク 

人工肛門・人工膀胱を造設している人（オストメイト）

のための設備があることを表しています。 

オストメイト対応のトイレの入口・案内誘導プレートに

公益財団法人交通エ

コロジー・モビリティ財

団 
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表示されています。 

このマークを見かけた場合には、そのトイレがオストメ

イトに配慮されたトイレであることについて、御理解、

御協力をお願いします。 

TEL：03-3221-6673 

FAX：03-3221-6674 

ハート・プラス マーク 

 

「身体内部に障害がある人」を表しています。身体内

部（心臓、呼吸機能、じん臓、膀胱・直腸、小腸、肝

臓、免疫機能）に障害がある方は外見からは分かり

にくいため、様々な誤解を受けることがあります。 

内部障害の方の中には、電車などの優先席に座りた

い、近辺での携帯電話使用を控えてほしい、障害者

用駐車スペースに停めたい、といったことを希望して

いることがあります。 

このマークを着用されている方を見かけた場合に

は、内部障害への配慮について御理解、御協力を

お願いします。 

特定非営利活動法人

ハート・プラスの会 

TEL：080-4824-9928 

障害者雇用支援マーク 

 

公益財団法人ソーシャルサービス協会が障害者の

在宅障害者就労支援並びに障害者就労支援を認

めた企業、団体に対して付与する認証マークです。 

障害者の社会参加を理念に、障害者雇用を促進し

ている企業や障害者雇用を促進したいという思いを

持っている企業は少なくありません。そういった企業

がどこにあるのか、障害者で就労を希望する方々に

少しでもわかりやすくなれば、障害者の就労を取り巻

く環境もより整備されるのではないかと考えます。 

障害者雇用支援マークが企業側と障害者の橋渡し

になればと考えております。御協力のほど、よろしく

お願いします。 

公益財団法人ソーシャ

ルサービス協会 ITセ

ンター 

TEL：052-218-2154 

FAX：052-218-2155 

「白杖ＳＯＳシグナル」 

普及啓発シンボルマー

ク 

（社会福祉法人日本盲

人会連合推奨 

マーク） 

白杖を頭上５０ｃｍ程度に掲げてＳＯＳのシグナルを

示している視覚に障害のある人を見かけたら、進ん

で声をかけて支援しようという「白杖ＳＯＳシグナル」

運動の普及啓発シンボルマークです。 

白杖によるＳＯＳのシグナルを見かけたら、進んで声

をかけ、困っていることなどを聞き、サポートをしてく

岐阜市福祉部福祉事

務所障がい福祉課 

TEL：058-214-2138 

FAX：058-265-7613 
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ださい。 

※駅のホームや路上などで視覚に障害のある人が

危険に遭遇しそうな場合は、白杖によりＳＯＳのシグ

ナルを示していなくても、声をかけてサポートをしてく

ださい。 

ヘルプマーク 

 

義足や人工関節を使用している方、内部障害や難

病の方、または妊娠初期の方など、外見から分から

なくても援助や配慮を必要としている方々が、周囲

の方に配慮を必要としていることを知らせることがで

きるマークです（JIS規格）。 

ヘルプマークを身に着けた方を見かけた場合は、電

車・バス内で席をゆずる、困っているようであれば声

をかける等、思いやりのある行動をお願いします。 

東京都福祉保健局障

害者施策推進部計画

課社会参加推進担当 

TEL：03-5320-4147 

京都思いやり駐車場 

マーク 

 

障害のある方、高齢者や難病の方、妊産婦やけがを

された方など歩行が困難な方を対象とした「おもい

やり駐車場（車いすマークの駐車場等）」のマークで

す。 

おもいやり駐車場を利用できる人を明らかにし、この

駐車場を必要な方が利用しやすくなることを目指し

ています。 

京都府健康福祉部 

福祉・援護課 

TEL：075-414-4551 

FAX：075-414-4615 

出典：内閣府ホームページ、京都府ホームページ 

 

 

○精華町障害者基本計画策定委員会設置条例 

○平成３０年度精華町障害者基本計画策定委員会委員名簿 

○精華町障害者基本計画策定委員会開催事項 

○精華町障害者基本計画の策定について（諮問） 

○精華町障害者基本計画について（答申） 


